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I はじめに
KARASA W A Tatsuya 
電通をはじめとする日系広告会社はクライアントのグロ}パル化に対応すべく、海外市場への事業
展開を経営計画の重要課題としている。図1は目系上位3社の海外売上高の比率の推移を示してお
り、上位3杜が圏内市場に依存していることがわかる。その背景には、主に2つの理由がある。第一
に、日本国内の広告市場が米国に次ぐ世界第2位の規模であり、これまで海外市場を積極的に開拓す
る必要に迫られなかったことが考えられる。第二に、日本の広告市場の特殊性が考えられる。具体的
には、マスメディアの購入が限られた広告会社の口座制による信用取引に限定されていることや、囲
内では広告会社は同業種複数社を扱うマルチ・クライアント制度が認められていることが挙げられる。
申博士後期課程経営学研究科経営学専攻
-261-
第52巻第2号 2014年3月
ただし、海外市場においては広告会社とクライアントの関係は「一業種一社」でなくてはならない。
日系広告会社は「一業種一社」契約による外資系のシンプルなネットワーク構造とは異なり、海外市
場では同業種のクライアントを扱う場合には複数のネットワークを整備しなければならない。そのた
めには、大きな投資が必要になり、非効率的な海外事業の拡大に対して本腰をいれられない状態が長
く続いた l。このように圏内市場に依存する日系広告会社は国際競争力の欠加という問題に直面して
おり、グローパル化への対応が遅れている。
吉原 (2008)は、日本のサーピス業(非製造業)に関する国際競争力の課題を以下のようにまとめ
ている 20
(1)対象市場が、邦人市場の取り扱いに終始する(労働集約的で撤退も容易である)
(2)世界戦略の甘さ(経営トップの夢や冒険心を優先し、調査・準備不足で中進半端に終わる)
(3)政府の規制による保護(外資の参入が少ない圏内市場と国際競争の経験不足)
(4)経営ノウハウや技術の蓄積不足(世界に誇る技術やノウハウがなく、ネットワークを活かして
無形資産を国際移転するようなシステムを構築できていない)
吉原 (2008)が指摘するこれらの課題は日系広告会社にも該当し、日系広告会社のグローパル化に
は、これらの課題を克服する必要がある。
一方、欧米の広告会社グループはどうであろうか。世界第一位の米国OmnicomGroup Inc.の海外
利益額の地域セグメント別の比率は2012年度において北米が52%、欧州が16%、英国連合が9%、ア
ジアや中南米、東欧を含むその他地域が23%である 3。また、世界第二位の英国wppグループの
2012年度の同比率は北米が34%、欧州が24%、英国連合が12%、アジアや中南米、東欧を含むその他
地域が30%である 4。欧米の大手広告会社グループは最大規模の市場である北米を中心にして、バラ
ンスよくグローパル化がなされている。
広告会社のグローパル化には2つの戦略がある。第一には自社の拠点を海外に設立してネットワー
クを積み上げていく方法による地道なグローパル化戦略である 5。例えば、博報堂はシンガポールや
タイなどに自前の営業網を設立し広告事業を展開している。第二の戦略は欧米の広告会社グループが
得意とするクロスボーダー M&Aである。日系広告会社では電通が、 2013年3月、英国の広告大手
イージス・グループの買収により海外売上高比率を13%から44%へと一気に引き上げた 60いずれの
l 今井 (2010)、3ペー ジ。
2 吉原 (208)、250-251ペー ジ。
3 Omnicom Annual Report 2012より抜粋。
4 wpp .Our 2012Annual report financial statements， p.19より抜粋。
5 r日本経済新聞.1(2012年5月31日朝刊)に圏内市場の縮小を受け海外を強化する方策として、アジア市場の開拓を
加速させるとの記事がある。電通はシンガポ}ルにインターネット専門の広告会社「電通メピウスJを設立した。博
報堂DYホールデイングスは中国上海に研究拠点を設立して、消費者の動向の分析をおこなう。
6 r日本経済新聞.1(2012年7月13日朝刊)によると英イージス・グループは世界80カ国に事業展開する世界第8位の
広告会社であり、特にデジタル分野に強みをもっ。電通は後手に回っていた海外展開を一気に加速する戦略を実行し
た。顧客のデジタル分野とグローパル化に関する期待に応えるとしている。
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図日系広告会社の海外売上高比率の推移(単位%)
出所;電通・ l等報主主・アサツーデイ・ケイのHP、有価証券報告書を参照し筆者作成。
グローパル化戦略もクライアントへのサービスが目的である。グローパルに事業展開するクライアン
トへのサーピスのためには、吉原 (2008)が指摘した「ネットワークを活かして無形資産を国際移転
するようなシステム」が不可欠である。
Argote他 (2000)は「組織的に蓄積された知識をあるユニットから他のユニットへ効呆的に移転で
きることが生産性を高め、知識移転ができない組織よりも持続する」と指摘した。すなわち、国際競
争力の欠如を補うためには、無形資産である知識の移転は重要な課題である。
次に、本稿が知識移転の事例分析にあたって、対象国を中国とした理由について説明する。図2は
世界の主要5カ国における広告の市場規模をまとめたものであるが、 ZenithMedia Fact 2011による
と中国広告市場は2011年度、対前年比で14%の伸びを示している。(囲内市場はマイナス1.7%)。こ
のように成長が著しい中国の広告市場は、日系広告会社が最も注力すべき市場である。黄 (2003)は、
欧米企業と日系企業による中国市場へのマーケティング資源の移転と取得について実証的に分析し、
「親会社のもつマーケテイング資源の移転が現地市場でのマーケテイング活動を効果的に遂行する際
の重要な要因である」としている 7。すなわち、目系広告会社にとって急速に成長する中国の広告市
場に対して圏内で集積された知識を円滑に移転することが重要となる。
本研究の意義について説明する。これまで日系広告会社の知識移転の問題を取り上げた研究は多く
ない。今井 (2010)は、広告会社のアジア戦略と知識移転の問題を取り上げ、電通は社内教育と知識
移転をシンガポールの統括会社を中心に推進しており、知識の体系化と組織化に積極的であると述べ
ている。電通は、電通アジアネットワーク大学のような公的・組織的な教育フ。ログラムと自発的で非
7 黄リン (2003)、233ページ。
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図2:主要5ヶ国の広告市場規模(百万ドル)
注:テレピ・新聞・雑誌・ラジオ・映画館広告・屋外・インタ}ネットなど主要媒体が対象
出所:ZenithOptimediaより筆者作成。
公式な研修や意見交換会を通して、日本で培われた優れた知識と経験の共有化による競争力の向上を
目指している。博報堂においても2007年より、電通と同様の取り組みがなされており、東南アジアの
子会社の経営幹部候補やクリエイターを博報堂大学(日本)に派遣して各職種に応じた知識移転をお
こなっている 8。このような社内大学的な知識移転の研究も重要である。しかしながら、実際の業務
における知識移転の実態を明らかにすることも必要である。なぜならば、広告会社のクライアントへ
のサーピスに関する知識移転は、競争優位の獲得につながるからである。
本稿では、日系広告会社の知識移転の事例を次の2つの視点から分析する。第一に、移転される知
識がどのような特性をもっているか、第二に、知識がどのようなプロセスで移転されるのかを明らか
にすることである。それらを明らかにすることにより、日系広告会社が本社と海外拠点の知識移転プ
ロセスをどのように構築していくべきかというインプリケーシヨンを導出することができる。
本稿の構成は以下の通りである。第E節では移転される知識、とりわけ暗黙知のとらえ方の議論を
踏まえ、広告会社の移転知識の特d性について整理する。また、知識移転のプロセスの先行研究をレ
ピユ}して製造業や小売業の知識移転研究における概念を援用しながら、事例の分析枠組みを導きだ
す。第E節では、日系広告会社アサツーデイ・ケイ (ADK)による資生堂業務の事例の聞き取り調査
をもとに、本社と中国拠点聞の知識移転プロセスの実態を記述する。そこから、クライアントへのサー
ピスを目的とした広告会社の移転知識の特性および知識移転プロセス構築の課題を考察する。最後に
第町節において本稿の意義、および将来研究への課題についてまとめる。
8 今井雅和 (2010)["広告会社のアジア戦略と知識移転Jr産業研究J高崎経済大学附属産業研究所45(2) (通号73)、
36ペー ジ。
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目 先行研究と事例の分析枠組み
1.知識に関する先行研究
ポランニー (Polanyi)は『個人的知識 (PersonalKnowledge: Towards a Post-Critical Philosophy).1 
(1958)において、暗黙知は「超言語的」であるとした。その特性である個別的な要因を完全に明示す
ることができない詳記不能性について、自転車に乗る行為やレインコートを選ぶ行為を例にあげて説
明している。そして、ポランニーは『暗黙知の次元 (TheTacit Dimension).1 (1983)において、暗黙
知を生命の誕生と進化に似た、常に更新することを志向する動態的な知識 (tacitknowing、暗黙に知
ること)としてとらえている。
一方、野中・紺野 (1999)はデータ・情報・知識を以下のように定義している。(1)データとは出
来事に関する慎重かっ客観的な事実(記号・数値)であり、 (2)情報とはデータから構成された意味
や意義であり、 (3)知識とは情報を認識し行動に至らしめる秩序である。野中・紺野 (1999)はその
定義を前提にして、「暗黙の語りにくい知識」である暗黙知と「明示された形式的な知識Jである形式
知の特性を整理した。野中 (2003)は、暗黙知と形式知はひとつのタイプの知識から他のタイプの知
識への変換が容易でないことを理由に「暗黙知と形式知は二つの異なる知識である」と結論づけてい
る。野中はポランニーの連続的な暗黙知と形式知の側面を、一歩踏み込んで暗黙知と形式知を分割す
るという立場を明らかにした。
その後、知識の概念については暗黙知をいかに定義するかを中心に議論されてきた。例えば、石井
(2009)はポランニーの対象とした暗黙知が名調としての知識 (knowledge)ではなく、動詞としての
知ること (knowing)の方であると指摘した。「暗黙禅に、つまりそれとわからないうちに知ってしま
う隠れたプロセス」が、知識を得る認識のプロセスであるとしている 9。同じく安富 (2010)は、暗黙
知と形式知を相互に褒換可能とし共有することで組織能力があがると提唱する野中らの理論的欠陥を
指摘している。暗黙知はプロセスとしてとらえるべきであり、野中の「暗黙知と形式知は二つの異な
る知識である」という主張に異を唱えている。
Davenport and Prusak (2000)はより実務的な見地からデータと情報および知識を定義している。
それによると、データは出来事に関する慎重かつ客観的な事実であり、情報は文書あるいは聴覚を伴
うメッセージであり、受け手に何らかの変化を与える可能↑年をもっていると指摘した。 Davenport
and Prusak (2000)は、データや情報に比べて知識により価値があるのは、行為に近いことであるため
としている。情報と知識は、行為と結びつくかどうかによって区別されるともいえる。また、知識は
人間と同じように複雑であり、構造化されている場合もあれば、形のない流動的な場合もあるとして
いる100
9 石井淳蔵 (2009) rピジネス・インサイトー創造の知左は何か』特波書庖、 96~97ページ。
10 Davenport， T. H目andPrusak ，L. (1998)， Working Knowledge， Harvard Business School Press Boston， p. 1-6，梅本勝
博訳 (2000)rワーキング・ナレッジ』生産性出版、 16-25ペー ジ。
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Dixon (2003)の提唱したコモン・ナレツジの概念は、 iknowwhat (何を知っているか)Jよりも
iknow how (どのように知っているか)Jを重視している。理論的な知識あるいは情報であるノウホ
ワット (know-what) と、組織的任務に携わっている人々の経験から作られた知識であるノウハウ
(know-how) との区別が重要であり、それは「行為」に由来するとしている。組織内の他の人たちが
「行為」するときに使える可能性を知識が持っていることを重視する視点は、ポランニーの暗黙知(tacit
knowledge)の概念の文脈と同じである。コモン・ナレッジは、社員が組織の仕事をおこなう中で学
ぶ、組織に存在する知識であるとされる。そのような知識が行為と結びっくことによって模倣するこ
とが困難な個々の企業に特有な「ノウハウ」となる。その特殊性によって、経験から得た知識が組織
に競争優位をもたらすことができるのだとしている110
楠見 (2012)は暗黙知を実践の場で使う知識としてとらえ、「仕事の中で経験から直接獲得された知
識であり、仕事上のコツやノウハウなどである」あるとした。また、仕事の暗黙知の中身がどのよう
なものであるかについて、以下の3つの因子を導きだした。第一に、仕事を効率的に遂行する「タス
ク管理 (taskmanagement) Jと、第二に、人間関係づくりのノウハウである「他者管理 (0出町s
management) J、第三に、自分の動機づけをコントロールするノウハウである「自己管理 (self-
management) Jという 3つの因子である。楠見 (2012)はこれらの3因子が領域普遍的な暗黙知の構
成要素であることを示した12
表1はこれまでの知識に関する先行研究の論点についてまとめたものである O
では、広告会社の「知識」とはどのようなものであるか。 Weinstein(1977)、Erramilliand Rω(1990， 
1993)などにみられるように、広告会社の海外市場参入に関する多くの研究においては、広告会社は
顧客追随型のサービス業であると言及されてきた。そこで、第ーに、広告会社の知識としては、顧客
追随型のサービスを提供するための知識が挙げられる。とれは国内の既存クライアントが海外市場に
商品を導入する際に必要とする広告戦略を設定し、広告施策を実行する知識である。第二に、囲内で
独自に開発されたビジネス・モデルやプロジェクトに関する知識がある。これは、アニメーションや
スポンサーシッブのコンテンツ開発のような知識である。そして、これらの2つのタイプの異なる知
識において、それぞれ暗黙知と形式知が存在している。暗黙知に関しては Davenportand Prusak 
(2000)が指摘するように、暗黙知と行為のセットとしてとらえるアプローチが有効であり、オペレー
ションの現場の知としてとらえる視点が必要である。そして、形式知に関しては、どの部分が移転す
べき知識であるのかを迅速に決定することが効ホ聞から必要である。本稿は顧客追随型のサ」ピスを
提供するための知識に焦点をあて、その移転プロセスについて現場での行為(オペレ}ション)をも
とに記述する。
1 Dixon， N.M. (200)， Common Knoωledge: How Companies Thrive by Sharing What They Know Harvard Business 
School Press， Boston， pp. 1ト13，梅本勝弘・遠藤温・末永聡訳 (203)rナレッジ・マネジメント 5つの方法一課題解決
のための「知」の共有』生産性出版、 18-22ペー ジ。
12楠見孝 (2012)はワグナー とスタンパー グの米国での熟練者へのインタビュー および質問票による調査を参照し、
日本において管理職の経営問題を解決する暗黙知の測定方法をおこなっている。
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表知識に関する先行研究の論点
著者 知織についての論点
暗黙知は「超長詩的j
Polanyi (1958， 1966) 鮮Ia不能性
暗黙知iま常に更新すること毎日草向する動態的な知識
野中‘紺野 (1999)
知識は，情報を認識し行動に歪らしめる秩序である。
「暗黙の諮りにくい知識」と「明示された形式的な知識j
Davenport and Prusak (2000) 情報と知識は，行為と結びつくかどうかによって区別
Oixon (2003) コモン・ナレッジ rknowhow (どのように知っているか)J 
知織は人々が心の中で作り出す情報聞の意味のある結び付き
野中 (2003) 暗黙知と形式知はニつの異なる知俄である
石井 (2009) 暗黙知は暗黙棋に，つ京りそれとわからないうちに知ってしまう漏れたプロセス
安富 (2010) 嫡黙知Iま暗黙に知るプロセスである (野中理論の暗黙知と形式知の相互作用を批判)
楠J!(2012) 暗黙知lま、仕事の中で経験から直接E量得された知識であり，仕事ょのコツやノウハウ
暗黙知の構成因子をタスク管理量制他者管理時自己管理に分類
出所・筆者作成。
2.知識移転プロセスに閲する先行研究
知識移転プロセスの研究は、主に製造業を対象としてなされてきた。安保他 (1991、1994)による
本社の知識を北米の海外子会社へ普及・定着させることを対象にした技術移転プロセスの一連の研究
がその代表である。まず、日本の経営・生産システムのもつ競争優位を「現場主義」・「全員参加型の
チーム方式」・「蓄積・改良型の製品・製造技術」の3要素に分類した。彼らはその「モノ」を生産す
るための競争優位を「適用J(本国でのやり方を最大限に持ち込むこと)と「適]，i:，;J(現地の環境条件
に合わせて修正する)の二者択一式のプロセスである「適用・適応モデル」として紹介した。
小売業の国際知識移転について川端 (2006)は、本杜から現地の一方通行である「知識活用型」と
本社と現地の双方向型である「知識開発型」に分類している。そして川端 (2006)は、非製造業の一
つである小売業の国際知識移転プロセスおいて「知識開発型」が非常に重要であり、これを通して知
識を増殖させ続けることが競争優位につながるとしている。すなわち、非製造業の知識移転は「モノJ
を生産する製造業よりも現地のニーズを読み取って、より広範囲に知識の修正をおこなう「適応」が
求められるという特徴がある。
ここで、知識移転プロセスがどのような段階から構成されているかについての先行研究をあげる。
Hansen (1999)は知識共有のためのプロセスを、①探索 (search)と②移転 (transfer)どして提示し
た。この2つのステージにおいて時聞がかかると、タスクの遂行や成果に影響があるとしている。こ
のモデルは知識移転には準備段階と実践段階が存在することを示している。しかしながら、都 (1999)
が指摘するように「どのような要素に時間がかかりどのような要素に時間がかからないのかを具体的
に示す」必要があり、 Hansen(1999)の示したこの移転プロセスは、時系列的により細分化すべきで
ある。その細分化の例として、 Szulanski(2000)は知識移転プロセスを通時的な視点から分析してい
る。図3はSzulanski(2000)が提示した①手続き(Initiation)、②実施・履行 (Implementation)、③
強化 (Ramp-up)、④統合 (Integration)の4つのステージ(段階)から構成される知識移転プロセス
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である。この4つのステ}ジは「移転知識の構成」、「移転の決定」、「移転知識使用の初日J、「成果と
満足の達成度」の主要管理点(マイルストーン)によってコントロールされる。
主要管理点(Milestone)
移転知識の構成移転の決定 移転知識 成果と満足
使用の初日 の達成度
'1.<..41，__IUii IM.I iiUnAiiM 1， ，&&iMIIQ;:UiW 14i. 
①手続き ②実施・履行 ③強化 ④統合
(Initiation) (Implementation) (Ramp-up) (Integration) 
段階(STAGE)
図3:4つのフエイズからなる知識移転のプロセス
出所:Suzulanski， (2000)， p.13より筆者作成。
3.事例の分析枠組み
本稿ではこれらの先行研究を参照して、事例の分析枠組みを図4の4つのステージからなる移転プ
ロセスとして提示する。まず(1)移転する知識の構成の検討・リサーチ段階がある。そして、 (2) 
知識移転の実行・履行の段階が続き、 (3)["適用」または「適応」のステージがある。最後に、 (4) 
知識の強化および統合の段階である。
(1) 
移転する知織の
犠酎，リサ向型匹
(怖を移転するか)
(2) 
勝戦(J)興行保
繍行部段階
{織にどのよう1:
暗静聴するか}
(3) 
溜繍
(その.旗格翰)
油廊
{勤地↓t1)鷺.JIで修:lE)
図4:知識移転プロセスの概念図
(4) 
知織の自由化・
峨合o脆鵬
出所:安保他 (1991.1994)， Ko即tand Zander (1992)， Hansen (1999)，Suzulanski (2000)を参照に筆者作成。
次に、本稿の知識移転の事例分析の対象とする範囲にワいて触れる。 Sveiby(2001)は多国籍企業
の知識移転プロセスについて(1)個人間、 (2)個人から外部組織へ、 (3)外部組織から個人へ、
(4)個人のコンピタンスから内部組織へ (5)内部組織から個人のコンピタンスへ、 (6)外部組織
内、(7)外部組織から内部組織へ、 (8)内部組織から外部組織へ (9)内部組織内からなる 9つの
局面を提示した。これらは、個人と内部組織および外部組織の3つのモジュールの相互関係によって
構成されている。本稿は、本社と中国拠点、聞の特定クライアントに関するオペレーションを対象とし
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ているので、内部組織内の局面に着目し、移転プロゼスを明らかにする。そして、 Kogutand Zander 
(1992)が示した個人・グループ・組織・ネットワ}クという移転のモジ、ユール(単位)を参照し、内
部組織内の個人およびグループにおける知識移転プロセスに焦点をあてる。
E 事例による考察
1.日系広告会社アサツーデイ・ケイについて
1999年1月に業界第3位の株式会社旭通信社と業界第7位の第一企画株式会社が合併し、株式会社
アサツーデイ・ケイ (ADK)として発足した。合併により資本金375億8136万円、売上高3513憶6700万
円、社員数は1996人となった。現在は電通、博報堂DYグループに次ぐ圏内第3位の広告会社である。
ADKは合併前の旭通信社が中国の市場開放の当初から主体的に関与しており、 1980年代後半には「中
国に強い広告会社」というイメージを広告業界内に確立した。自社のネットワークを地道に構築して
いくグローパル化戦略の結果、現在のADKの中国拠点(香港、台湾含む)は9都市1社に広がり、日
本人および現地ローカルスタッフ含め約700人が従事している。クライアントに関しては、顧客追随
型のサービスを提供する日系企業のみならず、顧客開発型のサービスを提供する中国現地企業の扱い
も増えており海爾集団(家電)、蒙牛(乳製品)、海馬汽車(自動車)、紅星美凱龍(大型家具量販唐)、
TCL集団(携帯・ PC)、.中国聯通(通信)などの大手企業の広告コミュニケーション業務を担当して
いる。
2.日系広告会社の移転知識
本稿では ADKによる資生堂の中国における、日本で大ヒットしたヘアケア商品のブランド
fTSUBAKIJ事例をとりあげる。資生堂の業務を対象とする理由は、同社はADK本社の主要クライ
アントのひとつであり、中国市場へ進出した1980年初頭からその業務に関与していたためである。現
在も、旭通上海および華聞旭通が上海および北京で関連業務を担当している。事例分析の対象は本社
と中閏拠点(上海・北京)である。表2は資生堂の業務における本社と中国拠点における知識の特性
と移転プロセスの分析のために聞き取り調査をおこなったADKの関係者リストである。調査方法は
対面調査法である。聞き取り調査は2010年9月、 10月、 1月及び2011年10月、 1月に東京本社・上海・
北京の各拠点にて一人当たり 1時間半から 2時間をかけておこなった。
2006年に fTSUBAKIJの広告キャンペーンは国内ヘアケア市場において念願の市場シェア一位を
達成したベストプラクテイスである。そして、2008年に日本市場での成功を再現すべく、同キャンペー
ンは中国市場へと導入された。資生堂の主力商品である化粧品は感性に訴求するタイプの商品であ
り、広告やプロモーションによるブランド・イメージが重要視される。では、 fTSUBAKIJの広告キャ
ンペーンのような顧客追随型のサーピスを提供するための知識とはどのようなものであろうか。
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表2:資生堂中国の業務に関する聞き取り調査の対象者
費生聾揖轟チ田ム !性別|年齢i担当期間/眠症期間
(勤漉地・駐在操車) 糠値
E 
E 
4 
5 
E 
7 
9 
而
出所:筆者作成。
(1)クライアントに関する知識
職務内容
広告会社が、クライアントの広告コミュニケーションを担当する場合に理解していなくてはならな
いのは、その担当する企業の「企業らしさJという知識である13。それは企業の歴史・経営哲学・企業
文化などから構成される組織のメンバーの行動規範ともいえる。「企業らしさ」という知識は、基本的
な知識でありながら、複雑な知識でもある。形式知として明示化されることもあるが、本質は暗黙知
である。聞き取り調査によると、クライアントに関する知識の核となる「資生堂らしさ」とは以下の
ようなものである。
-A氏(東京・営業)ー
「ひとことで言えば、それは『おもてなしの心』です。あえて説明をするならば研究開発から生産、物
流、マーケティングなどのすべての企業活動において実践すべき顧客志向の価値観でしょうか。具体
的にそれが何かを言葉で説明するのは難しいですが、この価値観こそ資生堂の業務を担当する者が理
解すべき碁本的な知識と言えますJ
このように多くのニュアンスを含む行動規範がクライアントに関する知識の源泉である。まさに暗
黙に知ることでしか獲得できない性質の知識であり、この基本知識なくしては広告戦略を提案するこ
とができない。そして、本社の担当者が現地拠点、のスタッフに理解してもらうのに最も苦労するタイ
プの知識である。
(2 )広告戦略に関する知識
広告会社は、クライアントから商品に関する情報をインプットされる。そして、その情報をもとに
して広告戦略を練り上げていく。 iTSUBAKIJの事例でも開発コンセプトや成分情報、そして想定
ユーザーのイメ」ジ、競合商品に関する情報、販売戦略などが広告会社に基本情報として提供される。
13 三木 (208)は「企業らしさ」について、「企業文化そのものであり、組織のメンバーが共有するものの考え方、も
のの見方、感じ方」であるとしている。
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それらを踏まえて立案された rTSUBAKIJの広告戦略は市場調査や消費者調査などを経て、さらに精
織化される。広告戦略の策定は、各個人の知識が担当するグループの知識に条約され、まとめられて
いく。そこには、阿件の呼吸ともいえる暗黙知識共有のプロセスがある。そのようにして策定された
広告戦略は、広告会社の杜内で共有されやすいように企画書や報告書というもので形式知化もされる。
そして、広告戦略に従って具体的な広告施策が企画され、クライアントの承認を得て実行される。
(3 )広告施策に関する知識
広告戦略を具体的な制作物に落とし込む広告施策に関する知識は、各専門スタッフの経験による、
容易に形式知化できない暗黙知である。広告施策を実行するためには、営業とマーケティング、クリ
エイテイブやプロモーションの各部門のスタッフが社内会議を繰り返しながら、暗黙知を集約してい
く必要がある。そして、広告施策を実行する段階では、広告タレントの契約、制作や広告出稿やイベ
ント実施に関わるスケジュール管理などのルーチン化された形式知も必要になる O 市場調査や想定
ユーザーへのクリエイティプテストに関する知識もマ二ユアルなどの形式知化がなされている。広告
出稿のメディアプランに関しては、テレビCMや雑誌、新聞広告などの出稿プランを作成するシステ
ムが導入されている。担当者はそれらの情報に端末からアクセスできるようになっており、競合ブラ
ンドの広告投下予算などを参照しながらプランニングすることが可能である。広告摘策に関する知識
は形式知化されているものも多い。
本稿は顧客追随型のサーピスを提供するための知識を(1)クライアントに関する知識、 (2)広告
戦略に関する知識、 (3)広告施策に関する知識の3タイプに分類し、それぞれに暗黙知と形式知が存
夜していることを示した。特に(1)クライアントに関する知識は「言葉では説明できないJや「な
んとなく」などのニュアンスを含む暗黙知を多く含んでいる。次に、 (2)広告戦略に関する知識は個
人と担当グループの暗黙知が集約された知識である。 (3)広告施策に関する知識については、圏内の
ベストプラクティスとして形式知化されているので、それらの知識のどの部分をそのまま移転(適用)
するか、現地の意見を反映して修正(適応)するかという判断が容易である。
3.日系広告会社の知識移転プロセス
(1)移転する知識の検討・リサーチ段階
広告会社の移転きれる知識についてはクライアントに関する知識、広告戦略に閲する知識、広告施
策に関する知識の3つのタイプがあると述べた。囲内のベストプラクテイスである rTsuBAKIJの
広告キャンペーンに関する知識のうち、中国市場へ移転すべき知識はどのように検討され、リサーチ
されたのであろうか。
日本市場で成功を収め、 6人のトップ女優を起用した広告フォーマットは資生堂ブランドへの親和
性とイメージ・キャラクターの好感度の高さから、そのまま中国市場でも使用することが決定された。
ただし、日本では中心的に展開されたテレピCMは中国では予定されておらず、雑誌や屋外広告など
を中心とした平面広告が中心であった。従って、導入時期において、メディアプランに関する知識は
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平面広告制作に関する知識と新製品発表会などのイベント企画に関する知識が移転された。この場
合、移転する知識の検討・リサーチを主導するのは本杜の営業担当者とそのグJレープである。彼らが
クライアントの意向と現地拠点の意見を反映しながら、中国拠点に移転する知識の選択をおこなう。
(2)移転の実行・履行の段階
移転知識の特定に付随して、移転の実行・履行には、誰から誰に移転するのかという移転の経路を
確定することが不可欠である。中国拠点での知識の受け手となる個人の探索と決定は、本社とのコ
ミュニケーションが円滑にできる人材であるかどうか、が重要なポイントとなる。 iTSUBAKIJの広
告キャンペーンは、中国拠点にはすでに資生堂業務の担当者がいたが、新しい大型商品の市場導入で
あったので、圏内で iTSUBAKIJの広告キャンペーンを担当していた営業マンが上海へ派遣された。
派遣者は、クライアントに関する知識の質と量が十分であることが必要条件とされる。日本からの派
遣者は、知識移転プロセスにおける「要(かなめ)Jの機能が期待される。さらに派遣者は、日本から
の要請を受け止め、現地での実務をおこなうローカルスタッフのマネジメントもしなければならない。
中国拠点内での知識移転するグループの探索と決定は日本人派遣者が中心になっておこなう。なかで
も営業総監などの中国人のマネジャーを誰にするかは、もっとも重要な人選となる。現地スタッフへ
の細かい指示など自らの片腕として働いてくれる人材を探さなくてはならない。本社は移転の経路を
安定したものにするために、本社からの人員派遣なども含めて拠点のサポートをする必要がある。こ
のようにして移転経路が確定され、本社から中国拠点に移転の実行・履行がおこなわれる。
(3) i適用」と「適応」の段階
まず、「クライアントに関する知識」の移転については、本社担当者→日本人派遣者→中国人マネ
ジヤ}→現地スタッフへと段階的に移転が実行される。ここでは「資生堂らしさ」や「おもてなしの
心」に対する共通認識を現地スタッフのレベルまで移転することが課題である。しかし、現地のスタッ
フにニュアンスを多く含む行動規範を理解してもらうことは容易ではない。
-A氏(東京・営業)一
「新製品発表会などのイベントを実施するうえでも、商品の原点である『おもてなしの心Jの理解は
重要です。これは言葉で伝えることができない資生堂の独自の精神であり、気持ちの在り方なので、
粘り強く自分たちが現場で行動として、実践してみせるしかないです。現場スタッフとは一緒に仕事
を2年とか3年かけてやっていくうちに共有できるかどうかですね」
「おもてなしの心」のようなクライアントに関する知識移転は、中国拠点へそのまま移転する「適用」
のプロセスがとられている。資生堂の「おもてなしの心」に関する知識は現地の意見により修正すべ
き性質の知識ではないからである。聞き取り調査でも指摘されたように、時聞をかけて協働しながら、
理解してもらう「知識活用型jの移転プロセスが必要になる。
次に、「広告戦略に関する知識Jには暗黙知と形式知があり、そして知識の移転については「知識活
用型」と「知識開発型」がある。例えば、ターゲツト設定に関する調査を実際におこなうのは中国人
マネジャーを中心とした現地スタッフであるが、その知識は暗黙知や形式知として日本人派遣者→中
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聞人マネジャー→現地スタッフというプロセスで移転される。しかし単純に一方向に移転するだけで
なく、現地スタッフ→中国人マネジャー→日本人派遣者という逆方向にも知識(暗黙知と形式知を含
む)移転がおこなわれるのである。
-F氏(上海・営業)一
「日本の商品をそのまま中国に輸出する場合でも、訴求ポイントや想定購入者層が異なる恐れがある
ので、市場の需要調査をおこないます。 nSUBAKUの導入時期には、本社のマーケテイングチーム
と協力して、日本の調査項目を参考に現地に則した市場調査を実施しました」
聞き取り調査によると本社の営業担当者と中国拠点(上海)の日本人派遣者は、電話や電子メール
によるやり取りのみならず、お互いに出張して対面しながらの打ち合わせも頻繁におこなっている。
彼らが、わざわざ対面での打ち合わせをするのは、電話や電子メ}ルでは伝わらない広告のトーン&
マナーなどの暗黙知を共有するために他ならない。さらに、日本人派遣者と中国人マネジャーが相互
に納得しあうプロセスを実務において積み重ね、中国人マネジャーを中心にして現地のオベレーシヨ
ンレベルでの知識が強化され、統合されていく。特に中国人マネジャーは現地の視点から移転知識を
修正する「適応」に対して重要な役割を担っている。
最後に、広告戦略と同様に、「広告施策に関する知識Jにも暗黙知と形式知があり、知識の移転につ
いても「知識活用型」と「知識開発型」がある。 iTSUBAKIJの事例では、 6人の有名女優を起用し
た広告ピジ、ユアルのレイアウトは日本市場で展開されたものが、そのまま使用された。しかしながら、
日本の市場で展開されたコピー「日本の女性は美しいjは中岡市場では「輝く、美しさへJと修正が
なされた。
-D氏(上海・営業)一
「コピー開発のプロセスとしては、日本語でどのようなメッセージを伝えたいかを、現地の調査や意向
を踏まえて決定する。それに中国サイドが中国語のさまざまな言い回しゃフレーズを当てはめて数パ
ターンを作成して、民族や宗教、ジ、ェンダーなどに抵触していないかを確認する手}I闘がとられる。中
国の消費者の価値観との一致点を模索する作業を繰り返すことになる」
E氏(上海・営業)
「国内での nSUBAKUのキャンベーン・メッセージには、日本の女性の美しさを賞賛し応援しよう
という社会的メッセージが含空れていました。しかし、現地に合わせた中国語のつピー『輝く、美し
さへ』には社会的メッセージによる資生堂の打ち出したい価値、共感促進型の、メッセージを含めて
移転することはできませんでした。中国での資生堂のブランド力に裏付けされた商品の機能を前面に
打ち出すことが優先されました」
この事例では、広告ピジ、ユアルについては「適用」され、広告コピーについては「適応」の移転が
なされた140 この「適応」は、単なる言葉の問題だけではなく、日本語によるコピーの意図する女性美
を賞賛する共感促進型のメッセージを移転することよりも、商品の機能にフォーカスするメッセ}ジ
が選択された「適応」が知識移転のプロセスにみられたことに着目すべきである O ただい「修正」と
? ?
?
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はあくまで日本発の知識を主体としてそれを現地で改変するものであり、現地発の知識を主体とする
ものではない。その意味において、本事例での「適応」の対象となる知識は日本圏内の広告戦略と広
告施策のベストプラクティスに依拠している。
(4)知識の強化・統合の段階
この段階においては、中国拠点における日本人派遣者、中国人マネジャー、現地スタッフ聞の心理
的な距離をどう縮めるかが、知識の強化・統合を円滑にするポイントである。良好な人間関係や卓越
した異文化理解が知識移転の成否を決定する。 iTSUBAKIJの事例では、時聞が経過するに従って、
本社から中国拠点への知識移転の迅速化がみられた。そこには、クライアントへのサ}ピスの質を向
上させるという共通の目的と協働経験よって、個人からグループへの知識移転ルートが確立され、円
滑になされることを示している。まさに知識は双方向に移転されるが、形式知の移転よりも暗黙知の
移転の方が重要である。一言でいえば「コミュニケ}ションによる知識の強化・統合の段階Jといえ
る。
-G氏(北京/上海・営業)一
「日本から駐在したばかりの頃は本社での成功体験に頼りがちになるため、現地人の意見に否定的な
態度をとりがちであった。しかし、実務をやるにつれて中国人スタッフの意見が正しいこともあると
認識を改めた。議論してお互いに納得することが必要だと思う」
また、知識を強化・統合していくタイミングとしては協働作業の場でやることが効果的である。中
国人マネジャーや現地スタッフには単純な理解でなく、より深い「納得」をしてもらうことが重要で
あると複数の対象者から聞かれた。
-B氏(北京・営業)ー
「クライアントで会議がある場合は、中国人のマネジャーやスタッフも同行してもらい、直接的にクラ
イアントの要望や考えを理解してもらうように努めている。制作部門でタレントの契約などを担当す
る中国人マネジャーは、何回か協働作業をやるうちに、クライアントである資生堂の立場や契約交渉
の微妙なニュアンスを理解してくれた」
矢作 (2006)は「新しい知識と古い知識を入れ替えるランプアップ効果は単純なアンラ}ニングか
ら生まれるとはかぎらない」と指摘している。日本人派遣者が、日本における過去の成功体験に固執
せず、現地の意見を正確に理解して、本社と調整する役割が課せられる。同時に現地拠点のマネジャー
やスタッフは日本の知識を学びながら現地の知識と統合することが必要である。「適応」への柔軟な
14代表的なのはヒューレット・パッカードの IHPWAyJである。明文化されている内容は、「顧客からの尊敬と信頼
の獲得(customerloyalty) J、「適正な利益(profit)J、「市場でのリー ダー シップ(marketleadership) J、「成長(growth)J、
「働く人へのコミットメント (employeecommitment) J、「リー ダー シップの発揮(1eadershipcapabi1ty) J、「良き市民
(global citizenship) Jの7項目である。 fHPWayJは社員の多様性を尊重した社風と企業活動の碁本精神として受け
継がれている。
15企業スローガンである「一瞬も一生も美しくJは中国語でもそのままの意味である「一瞬之美一生之美」として企
業広告などで展開されている。日本語のコピーが常に中国語に置き換えた際に蹴揺があるわけでない。現地に最適な
コンセプトであればそのまま適用される。
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移転プロセスの構築が、知識を増殖させ続けるランプアップ効果を生み出し競争優位につながる。そ
して、この「知識の強化およぴ統合」の段階が日系広告会社の地道なグローパル化戦略において最も
重要なポイントである。
これまでのADKによる資生堂業務に関する知識移転のプロセスを整理すると図5のようになる。
図5に示されたように、(1)移転する知識の検討・リサ}チ段階および (2)移転の実行・履行の段
階に関しては、本社の担当者(営業)が中心的な役割を果たしている。 (3)適用または適応 (4)知
識の強化・統合の段階においては中国拠点の日本人派遣者と中国人マネジヤ}が中心的な役割を担う
ようになる。
司馬枇{岡本:) 中闇(上期・地購)拠点
日)
移転する知輔の
検樹掛リサーチ
費生;蝶揖当者t惜離1)
僻円スタ叩
i羽詰応I:. 
t制作・1悶帯ーシ調:".メディア】
本枇から柑糊.宥
t 11m I 国日
中間人マ*i.'ヤ叩
i111111$1 
珊地~~院がフ
吋…山 W岬叶叩刊一一ニ 咽跡嚇柵榊柵柵柵柵棚網脚
和 『蛸出鯛錨郵J(適応}
「鯛雌舗網摺J(櫨期} 申t:teL.、事枇の都転倒臓が禽体
(4) 
知輔の織化・
組合的融階
図5: ADKによる資生堂中国 (TSUBAKI)の事例における知識移転プロセス
出所:筆者作成。
このADKによる資生堂業務に関する移転プロセスにおいても、日本人の派遣者が「要(かなめ)J
の役割を果たしていた。現地に合わせた知識の修正がなされる「適応」プロセスには、中国拠点から
本社へのフィードパックという逆方向の移転プロセスも部分的ではあるがおこなわれていた。例え
ば、現地スタッフによる市場調査結果の分析に基づいて、中国人マネジャーが日本人派遣者にその情
報をフィードパックする。中国市場に最適な表現については、中国人の視点から広告ピジ、ユアルやレ
イアウトに関しての意見交換がなされる。聞き取り調査ではiTSUBAKIJの事例以外でも広告コピー
に関しては現地の意見によって、日本の広告コピー案が修正されたケースが紹介された。
-D氏(上海・営業)一
「中国現地生産品の『ピュア・マイルドJの広告制作は、日本の本社主導で行われました。広告コピー
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のコンセプトは『透明感のある肌Jというものでしたが、中国から提示されたコピーは、『白く輝く肌』
というものでした。日本語の『透明感Jという言葉にこだわる本社と反対する中国現地サイドの調整
は、非常に難航しました。微妙なニュアンスの問題なのですが、議論をつくして最終的には『白く輝
く肌』ということになりました」
中国市場においては、消費者の認知を得るためには、広告コピーや商品のネーミングが重要な意味
をもっ。そのためには、現地の知識を取り入れる「適応」が重要であり、それに対して本社は柔軟に
対応せねばならない。表3は本事例で示された広告会社の3つのタイプの知識が移転プロセスにおい
て、「適用」と「適応」のどちらの移転がなされたかを示している。
衰3: rTSUBAKUの事例における広告会社の移転知識と移転方法
広告会祉の移裾知臓の績裂 rTSUBA純iの事例における移転連れた知機 知織の細別 移転方法
(1) 持イアン峰雄f:1!Iする知鵬 ヲライ7ント企業の行動規制Lr資生態らしさJや『おもてなしの心JfこっL¥'ての知悌 暗黙知 -迎用(そのまま移転)
組内市場の商品開織の知織{関発コンセプト・成分情報) 形式知 .Im(そのまま移転)
広告職般に関する知機
マスコミユZトション嶋崎(糊広告および編集何1"1プ・ヂピrイベント) 形式知 -適応(現地!こあわせて修正)ω 接点拡大ブロ号ウョン戦略(慮外ピジョン・ピJ~ポ聞F・禽通機体・雌Bサイト) 形式知 li腕(J地f:あわせて修旗)
翻柳欄噂λ1鵬(想定b 供イメ同州棚伽軸・鵬輔なの 形式銅 -適応(現地!こあわせて修漉)
6人のト世プ女優宮起用した広告ビジュアルのデザイン 1;1:知 -適用(そのま宮移転)
広蜘ピー の共感促進製の社会的均セ'J)(広告2ンセプ付 暗黙知 -溜蕗(現地にあわせて修定)
。)広告施僚に闘する知隙 広告ヨピイ日本の女性1捜しいj ，武知 -適応(現地!こあわせて修恋)
汗ィ7プラン(線側踊)1::関する知憾 形式知 -適応(現地にあわせて修正)
イベントプラン(転倒体感促進イベント・街顕サンプリング) 形式知 -適応(現地にあわせて修正)
????????• ????
?
?。????
?
?
??
表3から本事例の知識移転は「適応」される知識が大部分を占めることがわかる。ただし、あくま
で日本からの知識を主体として、それを現地で修正する意味での「適応」にとどまっている。そこで
は、川端 (2006)が小売業の知識移転研究で示したような本国と進出先国間で知識提供と知識獲得を
繰り返す「知識開発型」のレベルまでは至っていない。しかしながら、双方向型のコミュニケーシヨ
ンによる日本からの知識を修正する「適応」は将来的には現地知識を主体とした「知識開発型」へ進
化していく可能性をもっていると考える。
V 結びにかえて
1 .まとめと意義
本稿では、具体的な日系広告会社の知識移転の事例を次の2つの視点から分析した。第一に、移転
される知識がどのような特性をもっているか、第二に、知識がどのようなプロセスで移転されるのか
を明らかにすることである。それらを明らかにすることにより、日系広告会社が本社と海外拠点の知
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轍移転プロセスをどのように構築していくべきかというインプリケーションを導出することができ
た。
本稿の学術的な意義として以下の点をあげる。これまでも海外市場での知識移転に関しては、製造
業の技術移転を中心に数多くの研究がなされてきた。近年ではサービス業に関しでも、小売業態の国
際移転を中心とする知識移転の研究が多くみられる。しかしながら、広告会社のような専門サーピス
業についての知識移転を対象にした研究は極めて少ない。本稿の貢献は、知識移転に関する理論的枠
組みを援用し、中国市場での広告会社の事例を通して、専門的サービス業における知識移転プロセス
の動態的展開を浮き彫りにしたことである。また、参与観察的にオペレーションの事例を取り上げ、
関係者に聞き取り調査をおこない広告会社による知識移転プロセスの特性を明らかにした点である。
次に、実務への意義として、まず日系広告会社が海外事業を拡大するうえで国際競争力を向上させ
るために情報や知識といった無形資産の国際移転をどのようなプロセスで展開しているのかを明らか
にすることができた点が挙げられる。そして、日本人派遣者と中国人マネジャーの役割の重要性を明
らかにしたことである。日系広告会社の地道なグローパル化戦略には、経営資源である「知識」と「人」
を効果的に一体化してマネジメントするような知識移転プロセスの構築が求められる。移転プロセス
の「適用」または「適応」に関しては日本人派遣者と現地人マネジャーが、知識の強化および統合に
関しては現地人マネジ、ヤ}が中心的な役割を担う。日系広告会社のみならず専門的サービス業の知識
移転プロセスは、このような人的資源管理の問題と併せて留意すべき課題である。
2.将来研究への課題
今後の研究上の課題としては、単一の事例研究の限界を克服することである O 中閣の拠点以外の、
また ADK以外の広告会社や他の専門的サービス業についても事例研究を積み重ねる ζとが必要であ
る。また、移転される知識の特性と移転プロセスの関係についても、さらに精級化しなければならな
い。広告会社のグローパル化戦略に関しては、現地発の知識による「知識開発型」の双方向の知識移
転プロセスに焦点をあてた組織的な知識創造を視野にいれて研究を深めたい。国境を越える広告会社
の知識移転をさらに理論的・実証的に掘り下げて、日系広告会社のグローバル化戦略へのさらなるイ
ンプリケーションを導出したい。
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